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1. 背景 

  

2022 年度においても、南スーダン国内外における人道危機的な状況は依然として悪い状況である。従

来より南スーダンが直面していた紛争や断続的に発生する洪水被害、インフレーション、新型コロナウイ

ルス感染症(COVID-19)による影響と経済への打撃に加え、2022 年に発生したロシアによるウクライナ侵

攻を発端とする世界的な食糧危機も新たな問題として直面した。これが国内および国外への膨大な避難、

資源・生計・基本的なサービスの枯渇、特に最も脆弱なグループへの保護リスクの増加を導いた。生活の

基盤とコーピング・メカニズムから人々の身体的、精神的幸福を剥ぎ取っている。2022 年 11 月現在、難

民を含め約 890 万人が人道支援を必要としており1、2023 年には人道支援を必要とする人が 940 万人に達

すると予想されている2。これは南スーダンの人口の 76%に匹敵し、2022 年度当初から 5%増加した。 

南スーダンはアフリカで最大級の難民危機に直面しているといっても過言ではない。国民の 5 人に 1

人にあたる 220 万人以上の人々が国内避難民であり、これにはマラカルの文民保護地区に住む 36,000 人

も含まれる3。国内避難民は南スーダン国内で居場所を失い、洪水や紛争によって、一年を通して何度も

避難せざるを得ない人もいる。とくに 2022 年度は洪水の被害が大きく、難民や国内避難民を増加させる

要因となった。2022 年は例年よりも降雨量が多く、2021 年は洪水被害に遭わなかった地域でさえ、洪水

の被害が確認された。39 の郡とアビエイ地区において 100 万人以上が洪水被害を被ったとされている。

また、南スーダンの周辺国には、難民としておよそ 230 万人が生活している4。なかでもスーダンは数多

くの南スーダン難民を受け入れている。2022 年 10 月末時点では、約 80 万人以上の南スーダン難民がス

ーダン国内に滞在しているとされる5。暴力の蔓延、紛争、経済状況、気候変動等の複合的な要因によっ

て、難民や国内避難民の多くを占める子供や女性等の脆弱な人々を、さらに脆弱な状況へと追いやり、南

スーダン国内外における人道支援ニーズはさらに高まっている。 

給水衛生・公衆衛生分野においては、従来からの水系感染症、コレラ、COVID-19 や E 型肝炎に加えて、

隣国ウガンダやコンゴ民主共和国でのエボラ出血熱の感染拡大が新たな脅威となっている。ウガンダや

コンゴ民主共和国との国境沿いの地域ではエボラ出血熱に対する警戒アラートが発出され6、現時点では

南スーダン国内での感染確認はされていないものの、もとより脆弱であった人々に対し、さらなる追い打

ちをかけている。また、洪水によって井戸等の給水施設が被害を受けている事例も確認されており、さら

なる被害を防ぐために洪水対策とともに被災した給水施設への復旧も喫緊の課題とされている。 

食糧・栄養分野においては、昨年に引き続き最悪のレベルとなっている。既に述べたように、ロシアに

よるウクライナ侵攻は世界各国での食糧危機の引き金となり、南スーダンにおいても危機的状況が続い

ている。総合的食料安全保障レベル分類(Integrated Food Security Phase Classification: IPC)において「急性

食料不安レベル」とされる Phase 3、および「人道的危機レベル」とされる Phase 4 の地域が、南スーダン

のほぼ全土を占めており、2023 年中頃にかけてさらに悪化するものと予想されている7。南スーダン人道

 
1 OCHA, South Sudan: Humanitarian Snapshot (November 2022), December 13 2022 
2 OCHA, South Sudan Humanitarian Response Plan 2023, December 20 2022 
3 OCHA, South Sudan Humanitarian Response Plan 2023, December 20 2022 
4 OCHA, South Sudan Humanitarian Response Plan 2023, December 20 2022 
5 UNHCR, Sudan: Population Dashboard - Overview of Refugees and Asylum-seekers in Sudan,November 20 2022 
6 WHO, Daily Ebola Situation Update for South Sudan and Uganda, December 9 2022 
7 IPC, IPC: South Sudan, Accessed on December 21 2022 

https://reliefweb.int/report/south-sudan/south-sudan-humanitarian-snapshot-november-2022?_gl=1*1wqhhug*_ga*MTA1ODM2NjkwOC4xNjQ0Mjg4NjA5*_ga_E60ZNX2F68*MTY3MTU2MTUyNi41LjEuMTY3MTU2MjgwOS41OS4wLjA.
https://reliefweb.int/report/south-sudan/south-sudan-humanitarian-response-plan-2023-december-2022?_gl=1*51ttih*_ga*MTA1ODM2NjkwOC4xNjQ0Mjg4NjA5*_ga_E60ZNX2F68*MTY3MTU2MTUyNi41LjEuMTY3MTU2MjgwOS41OS4wLjA.
https://reliefweb.int/report/south-sudan/south-sudan-humanitarian-response-plan-2023-december-2022?_gl=1*51ttih*_ga*MTA1ODM2NjkwOC4xNjQ0Mjg4NjA5*_ga_E60ZNX2F68*MTY3MTU2MTUyNi41LjEuMTY3MTU2MjgwOS41OS4wLjA.
https://reliefweb.int/report/south-sudan/south-sudan-humanitarian-response-plan-2023-december-2022?_gl=1*51ttih*_ga*MTA1ODM2NjkwOC4xNjQ0Mjg4NjA5*_ga_E60ZNX2F68*MTY3MTU2MTUyNi41LjEuMTY3MTU2MjgwOS41OS4wLjA.
https://reliefweb.int/report/sudan/sudan-population-dashboard-overview-refugees-and-asylum-seekers-sudan-31-october-2022
https://reliefweb.int/report/south-sudan/daily-ebola-situation-update-south-sudan-and-uganda-9-december-2022
https://www.ipcinfo.org/ipc-country-analysis/details-map/en/c/1155997/?iso3=SSD
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支援対応計画 2023(South Sudan Humanitarian Response Plan 2023)の栄養セクターにおいては 220 万人が、

食糧生計支援セクターにおいては 800 万人が支援を必要としているとされている8。 

給水衛生分野や食糧・栄養分野にとどまらず、様々な分野での支援を必要としており、最も支援が必要

とされている分野は食糧生計支援(800 万人)であり、次いで保健、保護、給水衛生支援の 3 分野が(それぞ

れ 610 万人)が支援を必要としている9。加えて、複数分野にまたがる人道支援の必要性も謳われている。 

その一方で、被災者への人道支援のアクセスは、人道支援に携わる人材、資産に対し、武器を伴った暴

力、官僚的な妨害、実施上の干渉、暴力そして脅迫によって束縛させられることが今後も継続するであろ

う。2021 年の 1 月から 12 月の間で、591 件の人道支援のアクセスの事件・事故が報告されている。不法

な税金の要求、強要行為が特にチェックポイントで発生し、政府・反政府管轄地域の両方で人道支援の提

供を遅延させた。また、ライフセービングの物資を提供する予定であったにもかかわらず資源を分散させ

た。加えて、未整備の道路、または整備が不十分な道路状況は暴雨と洪水によってさらに悪化し、急激な

危害のある汚染増加が人道支援のアクセスへ更なるチャレンジとなっている10。 

2023 年度においても、脆弱な人々のもっとも本質的なニーズに対応していくためにはおよそ 17 億米ド

ルが必要であるとされている11。タイムリーでさらに増額した資金が、必要とされており、人々のニーズ

に対応し、生きるための人々の能力に影響を及ぼす過去の蓄積を失わせないことが大事である。 

 

2. 2022 年度現行事業の状況共有および振り返り 

  

2021 年度には、南スーダン国内で実施されている 3 事業すべてを個別事業評価の対象とした。2022

年 12 月末時点で、このうちアッパーナイル州における WVJ が実施した事業（補正予算が財源）の評価

が終了しており、ジュバにおいて REALs 及び PWJ が実施していた 2 事業（当初予算が財源）の評価報

告書は最終化の段階にある。 

マラカル市内における新型コロナウイルス感染症予防支援事業は、感染予防に必須となる水へのアク

セスが限定的だった地域や保健教育施設において、給水設備を整備して給水の量・質を向上させ、また

大人や子どもへの啓発活動を行い、手洗い行動を習慣化させる効果があった。水管理委員会の能力育

成、学校を起点とした啓発活動の有効性も確認された。住民や施設利用者の間では、これら対象施設の

コロナ感染からの安全性が高まったとの認識が 6 割強あった。総じて、事業への満足度は、住民の間で

55％、対象校の児童の間で約 50％だった。保健施設職員への質的調査でも満足度が高いことが確認され

た。 

本評価から得られた主な教訓は以下の通りである。 

⚫ 一方、手洗い行動はコロナ感染を予防する重要な要因ではあったが、本事業が他のすべて感染拡

大要因を抑制するには至らず、コロナ感染予防の目的のためにはより包括的な事業設計が必要だ

った。 

⚫ 住民の間で特に水供給の持続可能性について高い意欲が確認された。WVJ による SWATs の継続

管理の能力育成を受けた 2 つの水管理委員会は、給水設備の清掃や給水場での紛争解決の役割を

 
8 OCHA, South Sudan Humanitarian Response Plan 2023, December 20 2022 
9 OCHA, South Sudan Humanitarian Response Plan 2023, December 20 2022 
10 OCHA, Humanitarian Response Plan South Sudan. March 2022.P9 
11 OCHA, South Sudan Humanitarian Response Plan 2023, December 20 2022 

https://reliefweb.int/report/south-sudan/south-sudan-humanitarian-response-plan-2023-december-2022?_gl=1*51ttih*_ga*MTA1ODM2NjkwOC4xNjQ0Mjg4NjA5*_ga_E60ZNX2F68*MTY3MTU2MTUyNi41LjEuMTY3MTU2MjgwOS41OS4wLjA.
https://reliefweb.int/report/south-sudan/south-sudan-humanitarian-response-plan-2023-december-2022?_gl=1*51ttih*_ga*MTA1ODM2NjkwOC4xNjQ0Mjg4NjA5*_ga_E60ZNX2F68*MTY3MTU2MTUyNi41LjEuMTY3MTU2MjgwOS41OS4wLjA.
https://reliefweb.int/report/south-sudan/south-sudan-humanitarian-response-plan-2023-december-2022?_gl=1*51ttih*_ga*MTA1ODM2NjkwOC4xNjQ0Mjg4NjA5*_ga_E60ZNX2F68*MTY3MTU2MTUyNi41LjEuMTY3MTU2MjgwOS41OS4wLjA.
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果たし、SWATs の維持管理計画を立てており、住民からの信頼も高かった。水管理委員会は、事

業終了後も SWATs の維持管理を継続する意思を持っているが、一方、修繕の技術的スキルを持つ

オペレーターの間では、インセンティブなしに継続する意欲はなく、課題が残った。これらの人

員の収入源の創出や維持管理に必要な経費の住民からの徴収など、事業の持続可能性に関わるコ

ミュニティ人員の継続した関与を促す仕組みづくりに取り組む必要がある。 

⚫ 感染予防行動の実践においては、啓発メッセージの浸透だけでなく、行動を徹底する仕組みや規

制が重要であるという教訓が得られた。啓発活動では、既存の PTA や教師といった人員を活用し

た点で、事業の運営実施の現地化に配慮されていた。だが、住民や児童の実践には、政府による

コロナ感染予防の規制や学校における教師によるルールの徹底が大きく影響した。政府の規制が

緩和される際には、継続した予防行動の重要性に留意したメッセージの発信が望まれる。 

⚫ WVJ は、女性も含めた住民を事業に関する意思決定に関与させたものの、事業終了後の政府機関

への SWATs の維持管理の引継ぎに関しては、情報開示されておらず、住民の間からは SWATs の

持続可能性に不安の声があった。また、子どもは、啓発活動に参加したものの、意思決定には関

与していなかった。一部学校では、啓発活動への女子の参加率が低く、情報の普及に影響した。

政府との交渉の場への住民の関わり、ジェンダーに配慮した住民参加の徹底が教訓となった。 

 

REALs による「中央エクアトリア州ジュバ市国内避難民キャンプとホストコミュニティにおける共同作

業を通じた平和的共存の促進と保護事業」及び PWJ による「中央エクアトリア州における国内避難民へ

の給水衛生支援」事業は、重複する IDP キャンプを対象としており、同時並行で第三者評価を実施して

いる。評価を通して、WASH の施設やサービスへのアクセスと紛争、ジェンダーに基づく暴力の相関関

係が明確になり、同一地域で両事業に取り組むことによる相乗効果のポテンシャルも見出された。各事

業が一定度成果を達成したことが確認されており、より詳細な成果分析及び事業の貢献度の検証が待た

れる。障害者を含む脆弱層を取り残さないための一層の努力が必要であること、国内避難民の恒久的解

決の糸口が見いだせない中、長期的な視野をもって継続した支援が必要であることも指摘されている。 

 

 

3. これまでの JPF による支援実績 

 

JPF では南部スーダンの帰還民支援プログラムを 2006 年から開始、南スーダン独立以前より 10 年以

上、難民の帰還支援やインフラ整備、現地行政や地域住民の能力強化等の活動を実施してきた。2013 年

12 月の武力衝突の勃発を発端とするさらなる人道危機の発生後も、引き続き支援を続けてきた。その後、

2016 年 6 月から新たに 3 ヵ年の「南スーダン支援プログラム」（2016 年 6 月～2019 年 5 月）として複数

年プログラムを実施した。上記 3 か年の「南スーダン支援プログラム」における南スーダン国内および周

辺国での支援実績は合計 46 事業を実施しており、総事業費は約 38 億円、間接裨益者を含む総裨益者数

は、およそ 125 万人となっている。複数年プログラム後、2020 年度 3 月から年度末までに実施してきた

事業数は 13 事業、同期間の総事業費は約 4 億円となった。 

 2021 年 3 月から 2022 年 12 月現在までに南スーダン国内および周辺国で実施してきた事業数は 16 事

業となり、16 事業の総額は約 7.6 億円となっている。また、これら 16 事業の裨益者数は、間接裨益者を

含めると、およそ 77 万人を予定している。 
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4. 優先事項 

 

南スーダン国内 

 

優先事項12 優先事項内容 

１ 
最も脆弱な人々の 

罹患率と死亡率の減少 

分野横断的な基本的サービスを平等かつ尊厳のある

アクセスを担保することを通じ、罹患率と死亡率の

減少を目指す。最も脆弱な人々が、より健康に暮らせ

るための支援を優先する。 

２ 
保護の重要性の観点を 

促進させる活動 

保護がなく、脅威・事故などに晒されている脆弱な立

場の人々が、安全かつ適切でタイムリーなアクセス

を通じて、より安心して生活できるように、保護の重

要性を促進する統合された支援を優先する。 

３ 
脆弱な人々のレジリエンス13を

高める支援 

脆弱な人々が、様々な外的なショックに耐え、立ち直

ることができるように、外的なショック、ストレスへ

の耐性、解決方法を身に着けるためのレジリエンス

を持ち、自ら解決する力を促進する支援を優先する。 

 

事業実施上の留意点 

公平性を担保した人道スペースを確保し、一定程度の外部性（独立性）の要素のあるモニタリング体制

を整備する 

 

 

  

 
12 支援対象国における最新の人道危機状況、社会・経済状況、セクター別ニーズ/ニーズギャップの規模、他アクターに

よる支援状況/計画、国連が定める戦略目標（Strategic Objectives）、JPF の特性等を勘案したうえで、本プログラムにおい

て JPF が推奨する事項。ただし、支援内容（セクターや地域等を含む）を制限するもの、本事項に適合しない支援内容を

排除するものではない。 
13 ここで述べるレジリエンスは、もともと社会経済的に脆弱であった避難民・コミュニティの住民が、外的なショック

（例、武力衝突、牛強奪、自然災害など）に遭遇した際、自らの能力で外的ショックに対応（対処）し、立ち直る術を指

す。 
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スーダン 

 

優先事項 優先事項内容 

１ 難民保護環境の強化 

難民は脆弱な立場にさらされている。既に難民とし

て居住している人々や、新たに難民として流入して

きた人々が、安全に保護され、一般的な生活を送るこ

とができるよう、難民受け入れ地のキャパシティ強

化を含めた支援を優先とする。 

２ 
難民の適切な保護・救命を 

可能にすること 

給水衛生、保健医療、食糧、栄養等、生活するうえで

必要なサービスの分野横断的な支援を通じて、罹患

率や死亡率を低下させるとともに、さらなる難民流

入にも対応しうる環境整備を目指す。 

３ 
難民が支援に依存しないため

の社会経済的成長の促進 

難民が将来的には人道支援に依存しないよう、社会

経済的統合を促進するとともに、必要に応じて複数

分野にまたがるサービスを享受できるような支援を

優先する。 

４ 
難民とホストコミュニティ 

双方に資する支援 

スーダンにおける政情不安や経済状況を鑑み、難民

とホストコミュニティ双方に資する支援とすること

で、両者間での不要な対立を避けるとともに、地域全

体の生活環境改善に寄与する支援を優先とする。 

 

事業実施上の留意事項 

COVID-19 の感染拡大防止に伴う様々な規制の中で、いかに活動を継続・実施していくのかを考慮する

こと。 
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5. 対応方針 

 

南スーダン国内 

 

プログラム概要： 

 

今年度のプログラムにおいては、事務局が実施するコンセプトノート審査にて個別事業の予算配分を設

定する。 

 

コンセプトノート審査に際しての評価基準（2022 年度補正予算） 

1. 当該国における他ファンドの獲得状況と活動方針 

2. どのようにしてレジリエンスを高めることに繋がる支援であるか14 

3. 加盟団体の知見・実績を活かした活動をさらに促進し、実施する事業内容であるか15 

4. 事業終了後の出口戦略が明瞭であるか16 

 

 

 

  

 
14 毎年強調されているレジリエンスを高めることは、重要なことであるため、実際に事業実施する際、どのように高める

のかを活動内容に沿って説明すること。 

15 これまでの南スーダン国内での加盟団体の長年の活動実績を活かし、地域に根差して構築してきた地域行政・ホストコ

ミュニティとの信頼関係・ネットワークを活用した支援を促進することで、最も脆弱性の高い裨益者を対象とした活動を

実施する。 

16 HRP において人道支援の主体を、国際 NGO から現地 NGO および現地行政へと移行する重要性が語られており、その

文脈に活動内容が沿っているか説明すること。 

期間 
2023 年 3 月～2024 年 3 月 

（ただし、通常予算を財源とする事業は、事業開始から 1 年間を事業期間とする） 

支援対象地域 南スーダン 

2022 年度予算 約 35 百万円 (2022 年度補正予算： 35,078,000 円) 
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スーダン（南スーダン難民対応） 

 

プログラム概要： 

期 間 
2023 年 3 月～2024 年 3 月 

（ただし、通常予算を財源とする事業は、事業開始から 1 年間を事業期間とする） 

支援対象地域 スーダン 

2022 年度予算 スーダン：約 63 百万円 （2022 年度補正予算：63,055,000 円） 

 

 

コンセプトノート審査に際しての評価基準（2022 年度補正予算） 

1. 当該国における他ファンドの獲得状況と活動方針 

2. どのようにしてレジリエンスを高めることに繋がる支援であるか 

3. 加盟団体の知見・実績を活かした活動をさらに促進し、実施する事業内容であるか 

4. 事業終了後の出口戦略が明瞭であるか 

5. 難民・ホストコミュニティ双方に裨益する事業であるか 

 

6. 国別セクター別支援計画 

 

6.1 南スーダン 

【情勢】 

 南スーダンでは 2018 年に署名された「南スーダン共和国における再活性化された衝突解決合意（The 

Revitalised Agreement on the Resolution of the Conflict in the Republic of South Sudan、R-ARCSS）」に従い、

2020 年 2 月 22 日に新国民統一暫定政府が樹立され、同年 10 月にはスーダン暫定政府とスーダン革命戦

線（Sudan Revolutionary Front、SRF）の間で和平協定が署名された。これにより、紛争から逃れた数百万

人の人々にとって包括的な解決への重要な節目となった。しかし、新国民統一暫定政府樹立以降も、局地

的な武力衝突の継続、市場価格の高騰、コンゴ民主共和国を起点とするエボラウイルス病の脅威、帰還民

の流入など様々な要因により、複合的な人道危機が継続している。加えて、世界的な新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）蔓延と干ばつや洪水の発生など気候変動による影響、また 2022 年 2 月のロシアによ

るウクライナ侵攻に起因する食糧・燃料・飼料価格の高騰を受け、人道状況はさらに悪化している。      

2019 年から 2022 年には 4 年連続で年間平均降雨量を超える状態が続いており、一部の地域では過去の

洪水が引かないまま繰り返し被災した。2022 年 7 月以降は、南スーダン国内 36 郡で洪水が発生し、約

100 万人が被災している。2022 年 4 月から 10 月にかけて起きた洪水では、約 16.5 万ヘクタールの農地が

被害を受け、およそ 91 万人が全国的に被災し、うち 64％が北部の北バハル・アル・ガザル州、ワラブ州、

アッパーナイル州での被害であった17。これらの被災地では家屋、保健、給水・衛生設備、道路などの公

共インフラの破損、農地や家畜の損失、さらに水系感染症、マラリアや下痢症などの病気の蔓延が生じて

 
17 UNOCHA, South Sudan Flooding Snapshot No.2 As of 11 October, October 2022, p.1 

https://www.humanitarianresponse.info/en/operations/south-sudan/infographic/south-sudan-flooding-snapshot-2-october-11-2022?_gl=1*fj6kz2*_ga*MTkyNjgyMjI0Mi4xNjQ1ODY3NDcx*_ga_E60ZNX2F68*MTY3MDg2MzcyMi42MS4xLjE2NzA4NjcyMzAuNjAuMC4w
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いるだけでなく、各地で散発する部族間衝突による治安悪化、道路や空港滑走路の冠水や橋の崩落などに

より支援物資の流通が妨げられている18。さらに、継続する洪水発生は、人々に避難と帰還を繰り返させ

るうえ、農地被害によって耕作ができず、食料不足の悪化要因にもなっている19。 

総合的食料安全保障レベル分類 IPC(Integrated Food Security Phase Classification、以下 IPC)20によると、

2022 年 3 月時点で国内人口の 54％にあたる 660 万人がフェーズ 3(急性食料不安レベル)もしくはそれ以

上の急性食料不安に陥っており、うち 220 万人がフェーズ 4(人道的危機レベル)に、6 万 1,000 人がフェ

ーズ 5(飢きんレベル)に分類され、かつてない厳しい食料危機となっている21。 

これらの状況下で、南スーダン国内で支援を必要とする人の数は、2022 年の 890 万人から 2023 年は 50

万人増えて 940 万人(人口の 74％)になると予測されている。その内訳は、難民 30 万人、国内避難民 190

万人、ホストコミュニティ 580 万人、帰還民 140 万人である。セクター別では食料安全保障・生計支援を

必要とする人の数が最も多く(800 万人)、次いで給水・衛生(610 万人)、保護(610 万人)、保健(610 万人)、

教育(340 万人)となっている22。州別にみると、ジョングレイ州が最も多い 160 万人、次いでアッパーナ

イル州 124 万人、中央エクアトリア州 110 万人と続く23。 

これまで以上に人道支援が必要とされているが、南スーダン人道対応計画(South Sudan Humanitarian 

Response Plan、以下 SSHRP)2022 では 2022 年 12 月時点で、全 11 クラスターのアピール総額の約 17 億米

ドルに対し、国際社会からの資金協力は 68％に留まり、約 32％(約 5 億米ドル)の不足となった24。支援を

必要としている人の数は年々増加している中で、国際資金の投資は減少傾向にあり、昨今の治安の悪化や

気候変動による洪水など自然災害を背景に、国際社会からのより一層の資金協力が必要な状況となって

いる。 

 

【給水・衛生（Water, Sanitation and Hygiene（WASH））セクター】 

南スーダン人道ニーズ概要(South Sudan Humanitarian Needs Overview、以下 SSHNO)2023 によると、南

スーダンにおいて約 610 万人が給水・衛生分野で支援を必要としており、食料安全保障・生計分野に次い

で 2 番目にニーズの高い支援分野である25。避難、不安定な治安、経済の悪化によって給水インフラへの

アクセスは限られ、特に避難民が流入している地域では、既存の給水インフラが逼迫しており、水汲みの

役割を担う女性や女児がジェンダーに基づく暴力に遭うリスクにも晒されている26。SSHNO2023 による

と、アッパーナイル州、ジョングレイ州、ユニティ州、北バハル・アル・ガザル州の 4 つの州が最も給

水・衛生状況が危機的状況であり、支援ニーズが高い地域として挙げられている。うち、アッパーナイル

州、ジョングレイ州、ユニティ州は SSHRP2022 の給水・衛生セクター目標の 1 つである「過去 3 年間に

洪水の被害を受けた地域におけるレジリエンス強化のための給水・衛生活動」において地理的優先地域と

 
18 UNOCHA, South Sudan Flooding Snapshot No.2 As of 11 October, October 2022, p.1 
19 UNOCHA, South Sudan: Humanitarian Needs Overview 2023, November 2022, p.6, 17, 19 
20 食糧農業機関（FAO）によって開発された、食料へのアクセス、栄養状態、食料・家畜生産および消費状況、災害リス

クや脆弱性など食料安全保障にかかわる複数の要因を数値化して算出した指標である。指標は 5 段階に分けられ、フェ

ーズ 1 が最小もしくは食料不安でない状態であり、フェーズ 5 が最も状況が深刻な飢きんレベルとなっている。（参

考：Integrated Food Security Phase Classification, Last access: 12 December 2022） 
21 IPC, South Sudan : IPC Food Security & Nutrition Snapshot – Acute Food Insecurity: October 2022 – July 2023; Acute 

Malnutrition July 2022 – June 2023, November 2022 p.1 

22 UNOCHA, South Sudan: Humanitarian Needs Overview 2023, November 2022, p.47-52 

23 UNOCHA, South Sudan: Humanitarian Needs Overview 2023, November 2022, p.36 
24 UNOCHA, Financial Tracking Service South Sudan 2022, Last access: 12 December 2022 

25 UNOCHA, South Sudan: Humanitarian Needs Overview 2023, November 2022, p.8, 72 

26 UNOCHA, South Sudan: Humanitarian Needs Overview 2023, November 2022, p.72 

https://www.humanitarianresponse.info/en/operations/south-sudan/infographic/south-sudan-flooding-snapshot-2-october-11-2022?_gl=1*fj6kz2*_ga*MTkyNjgyMjI0Mi4xNjQ1ODY3NDcx*_ga_E60ZNX2F68*MTY3MDg2MzcyMi42MS4xLjE2NzA4NjcyMzAuNjAuMC4w
https://www.humanitarianresponse.info/en/operations/south-sudan/document/south-sudan-humanitarian-needs-overview-2023#:~:text=The%20humanitarian%20community%20in%20South,by%20500%2C000%20people%20from%202022.
https://www.ipcinfo.org/ipcinfo-website/ipc-overview-and-classification-system/ipc-acute-food-insecurity-classification/en/
https://reliefweb.int/report/south-sudan/south-sudan-ipc-acute-food-insecurity-malnutrition-snapshot-acute-food-insecurity-october-2022-july-2023-acute-malnutrition-july-2022-june-2023
https://reliefweb.int/report/south-sudan/south-sudan-ipc-acute-food-insecurity-malnutrition-snapshot-acute-food-insecurity-october-2022-july-2023-acute-malnutrition-july-2022-june-2023
https://www.humanitarianresponse.info/en/operations/south-sudan/document/south-sudan-humanitarian-needs-overview-2023#:~:text=The%20humanitarian%20community%20in%20South,by%20500%2C000%20people%20from%202022.
https://www.humanitarianresponse.info/en/operations/south-sudan/document/south-sudan-humanitarian-needs-overview-2023#:~:text=The%20humanitarian%20community%20in%20South,by%20500%2C000%20people%20from%202022.
https://fts.unocha.org/countries/211/summary/2022
https://www.humanitarianresponse.info/en/operations/south-sudan/document/south-sudan-humanitarian-needs-overview-2023#:~:text=The%20humanitarian%20community%20in%20South,by%20500%2C000%20people%20from%202022.
https://www.humanitarianresponse.info/en/operations/south-sudan/document/south-sudan-humanitarian-needs-overview-2023#:~:text=The%20humanitarian%20community%20in%20South,by%20500%2C000%20people%20from%202022.
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して挙がっていたが、2022 年度も洪水の被害を受け、特にアッパーナイル州とジョングレイ州では一層

給水・衛生支援のニーズが高まっている27。 

  アッパーナイル州は、同国内で 6 番目に多い 21 万 1,000 人の IDP を受け入れており28、2022 年 10 月に

は約 91,000 人が洪水によって被災し、避難を余儀なくされた多くの人々がアッパーナイル州の IDP キャ

ンプやホストコミュニティで避難生活を送っている29。避難民の流入で逼迫したキャンプ内や学校のトイ

レは破損し、排せつ物があふれているほか、固形廃棄物の処理も行われていない。さらに、給水所の破損

により十分な量の水を得られず、河川水に頼らざるを得ない状況にある。また、キャンプや周辺ホストコ

ミュニティの学校や市場、医療施設でも給水設備のほか、トイレや手洗い場などの衛生設備がない、ある

いは破損等により安全に使用できる状態になく、感染症予防に必要な衛生用品も不足している。これに加

えて、近年の洪水は給水施設、世帯用トイレおよび水浴び場、家屋や学校校舎等を破損し、また石油が採

掘される地域では石油残留物も混ざった汚水が流れ込む等、広域にわたって被害をもたらしている。この

ように劣悪な給水・衛生環境を受け、早急な給水・衛生支援の実施が喫緊の課題となっているものの、近

年資金不足等により支援団体数が減少し、支援が行き届いていない。さらに、2022 年 11 月中旬以降、メ

ルート州ファショダ郡で起きた武力衝突によって、コドック、マラカル、メルート郡に避難民が流入して

おり30、同州では今後さらに給水・衛生支援が求められていくことが想定される。 

このような状況から、JPF では、脆弱性が特に高い状況下に置かれた IDP やホストコミュニティなどの

人々が安全で尊厳のある生活を送るため、IDP キャンプや周辺コミュニティにおける給水・衛生インフラ

整備や感染症予防対策に必要な衛生用品など物資の配付および啓発活動を行い、必要最低限の安全な生

活環境の確保を目指す。 

 

6.2 スーダン 

【情勢】 

スーダンで暮らす南スーダン難民は 807,411 人(2022 年 10 月末)と、ウガンダに次ぐ南スーダン難民の

受け入れ国となっている。南スーダンからスーダンへの新規難民は 2019～2020 年は年間 18,000 人前後で

あったが、2021 年は 81,203 人、2022 年は 10 月末時点で 36,627 人と再び増加に転じた31。 

スーダンは南スーダンだけではなく、シリア、エチオピアやエリトリアなどから合計 114 万人弱の難

民を受け入れるサブサハラアフリカ第 2 位の難民受け入れ国であるが、その対応能力は非常に限られて

いる。2021 年 10 月の軍事クーデターをうけ、スーダンに対する世界銀行や各国ドナーによる国際金融支

援が一時停止され、またスーダンポンドの通貨自由化による混乱などもあり、スーダンの経済状況は急激

に悪化。2022 年 4 月以降、同国南部の青ナイル州や西コルドファン州、西部のダルフール 3 州など複数

州でコミュニティ間の紛争が勃発し、多くの市民が犠牲となっている。食料不安や洪水被害などの影響も

あり、2019 年には 190 万人だった IDP は 2022 年 10 月時点で 370 万人へと膨れ上がった32。2023 年にス

ーダンで人道支援が必要な人は 1,580 万人に上るとされ、3 年連続で過去最多を更新するなど33、スーダ

 
27 UNOCHA, South Sudan: Humanitarian Needs Overview 2023, November 2022, p.52 

28 UNOCHA, South Sudan Humanitarian Snapshot - September 2022, October 2022, p.1 

29 UNOCHA, South Sudan Flooding Snapshot No.2, October 2022, p.1 
30 UNOCHA, Upper Nile Flash Update No.1 As of 10 December 2022, December 2022, p.1-2 
31 UNHCR, South Sudanese Refugees in Sudan Dashboard as of 31 October 2022 
32 UNHCR, Overview of Refugees and IDPs in Sudan Dashboard as of 31 October 2022 
33 UNOCHA, Sudan Humanitarian Needs Overview 2023, p.6 

https://www.humanitarianresponse.info/en/operations/south-sudan/document/south-sudan-humanitarian-needs-overview-2023#:~:text=The%20humanitarian%20community%20in%20South,by%20500%2C000%20people%20from%202022.
https://www.humanitarianresponse.info/en/operations/south-sudan/infographic/south-sudan-humanitarian-snapshot-september-2022?_gl=1*qub9gb*_ga*MTkyNjgyMjI0Mi4xNjQ1ODY3NDcx*_ga_E60ZNX2F68*MTY3MDg2MzcyMi42MS4xLjE2NzA4NjU2NzMuNTYuMC4w
https://reliefweb.int/report/south-sudan/south-sudan-flooding-snapshot-no-2-11-october-2022
https://reliefweb.int/report/south-sudan/south-sudan-upper-nile-flash-update-no-1-10-december-2022
https://data.unhcr.org/en/documents/details/96932
https://data.unhcr.org/en/documents/details/96937
https://reliefweb.int/attachments/7087c907-242c-4f49-8fa0-72c60c170921/SDN_2023-HNO.pdf
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ンの人道状況は悪化の一途をたどっている。2022 年 12 月 5 日には軍と主要な民主派グループ間にて政治

的枠組み合意が署名されたが、これがどの程度スーダンの人道状況に影響をもたらすかは現時点では不

透明である。スーダン国内の問題に対処しつつ、南スーダン難民を受け入れるスーダン政府の負担は大き

く、国際社会からの支援が不可欠である。しかしながら、スーダン国難民対応計画(Sudan Country Refugee 

Response Plan、以下「スーダン CRP」)2022 で要望された活動資金約 348.9 百万米ドルに対し、国際社会

からの資金協力は年度末の 2022 年 12 月時点で 42％と34、要望額の半分にも満たない。 

スーダン国内で最多となる 289,131 人の南スーダン難民を受け入れている白ナイル州は35、2022 年 7 月

～10 月にかけて同国青ナイル州で発生したコミュニティ間の紛争による国内避難民 17,618 人も受け入れ

ている36。南スーダン難民キャンプと同じ幹線道路沿いに国内避難民キャンプが開設され、IDP 支援も開

始されたが、不十分な支援に国内避難民からは不満が出ている。また、首都から遠く、開発が行き届かず

厳しい生活を余儀なくされているホストコミュニティの人々は、その不満を南スーダン難民への向ける

ことも残念ながら散見される。このため支援活動は、難民、ホストコミュニティに加え国内避難民も含め

たものとし、社会の安定に寄与する必要がある。 

 

【栄養】 

2022 年 9 月に発行されたスーダン国難民対応計画 2022(スーダン CRP2022)の中間報告では、2022 年前

半に南スーダン難民の間で多くの栄養不良事例が報告され、深刻な懸念があるとしている37。UNHCR ガ

イドラインでは難民コミュニティにおける 5 歳未満児の急性栄養不良(Global Acute Malnutrition：GAM)有

症率が 15％を超えると非常に深刻な懸念があり緊急の介入が必要としているが38、白ナイル州にある難

民キャンプの GAM 有症率は 10 キャンプ平均で 16.9％と一刻を争う状態となっている39。生後 6～59 ヶ

月児の貧血有病率は WHO 基準では 40％超で「危険」とされるが、難民キャンプにおける貧血有病率は

50％超であることも確認され40、乳幼児の栄養改善が急務となっている。栄養不良の母親の母乳には必要

な栄養素が十分に含まれないことが多く、結果として、母体だけではなく、乳児の栄養状態の悪化につな

がっていると考えられ、妊娠・授乳中の女性に対する栄養支援も求められている。UNHCR が主導して

2022 年 5 月から 6 月にかけて実施されたマルチセクターアセスメントの報告書は、白ナイル州難民キャ

ンプにおける生後 6～8 ヶ月での固形食、半固形食、軟食の導入41は 40％～70％と全般的に低いこと、栄

養不良と判定されたが支援プログラムにつながらない乳幼児も多いことを指摘している42。また、食料や

補完食の配布といった直接的栄養支援に加え、適切な栄養教育や地域における啓発活動なども必要であ

ると述べている。 

 
34 UNHCR, Funding update|2022 Sudan as of 8th December 2022 
35 UNHCR, South Sudanese Refugees in Sudan Dashboard as of 31 October 2022 
36 UNHCR, Interagency Needs Assessment Blue Nile IDPs Residing in Khor Ajwal, November 2022 
37 UNHCR, Sudan Country Refugee Response Plan (CRP) - 2022 Mid-Year Report, p.16 
38 UNHCR, Emergency Handbook Acute malnutrition threshold 
39 UNHCR, Sudan Country Refugee Response Plan (CRP) - 2022 Mid-Year Report, p.16 
40 UNHCR, Standardized Expanded Nutrition Survey (SENS) White Nile State South Sudanese Refugee Camps-Sudan Survey 

conducted: 24th May-15th June 2022, p.4  
41 WHO Global Strategy for Infant and Young Child Feeding は「母乳育児を続けながら、生後 6 ヶ月に補完食を導入する」こ

とを推奨。生後 6 ヶ月を超えると母乳だけでは必要栄養量を満たすことができず、固形食・半固形食の導入が栄養不良予

防に必須といわれる。14 カ国での調査によると、固形食・半固形食を食べている生後 6～8 カ月児は、発育不良や低体重

になるリスクが低いことが分かっている。（WHO/UNICEF 2021, Indicators for assessing infant and young child feeding 

practices Definitions and measurement methods p.8 より） 
42 UNHCR, Standardized Expanded Nutrition Survey (SENS) White Nile State South Sudanese Refugee Camps-Sudan Survey 

conducted: 24th May-15th June 2022, p.9 

https://reporting.unhcr.org/sudan-funding-2022
https://data.unhcr.org/en/documents/details/96932
https://data.unhcr.org/en/documents/details/95721
file:///C:/Users/kohei.fujii/AppData/Local/Microsoft/Windows/INetCache/Content.Outlook/11Q5HR3P/UNHCR,%20Emergency%20Handbook%20Acute%20malnutrition%20threshold
https://data.unhcr.org/en/documents/details/95721
https://www.who.int/publications/i/item/9789240018389
https://www.who.int/publications/i/item/9789240018389
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インフレやスーダンポンドの価値下落により、スーダンの人々の購買能力は低下する一方である。害虫

被害や天候不順により 2022 年のスーダンの穀物生産量は前年より 35％低い 500 万トンに留まると見込

まれている43。主食(パン)原料の小麦供給はその 8 割弱をロシアとウクライナからの輸入に頼っていると

ころ(2018-2020 年)44、ウクライナでの紛争はスーダンの食糧事情をより深刻化させた。直近の IPC レポ

ート(2022 年 6 月版)は、スーダンの人口の約 4 割、1,800 万人が飢餓に陥る可能性があると警告している

45。難民キャンプが設置されている地域は首都から離れ、開発もすすんでおらず、そのほとんどが IPC フ

ェーズ 3(急性食料不安レベル)とされ、ホストコミュニティの人々も食料不安、栄養不良の状況にさらさ

れている。 

スーダンにおける南スーダン難民地域支援計画 2022(RRRP2022)では、難民と受入コミュニティ両者に

対する栄養サービスを拡大する戦略をうたっており、キャンプ内での直接的支援だけではなく、ホストコ

ミュニティのインフラやサービス提供能力の強化を通じ、それが難民とホスト両者に裨益することも目

指している。以上のことを踏まえ、JPF は難民と国内避難民を含むホストコミュニティに対する栄養支援

を行い、人命救助に貢献する。 

 

【給水・衛生（Water, Sanitation and Hygiene（WASH））セクター】 

5 歳未満児の死亡原因の約 45％は低栄養を背景とした感染症といわれており46、コレラ、下痢、赤痢、

腸チフスなど水媒介性疾病の蔓延を回避し、マラリアの疾病を防ぐことは子どもたちの死亡を減らすこ

とに直結する。このため、安全な水供給の確保、衛生施設の整備、疾病媒介害虫の駆除と発生予防などの

給水・衛生分野への取組みも喫緊の課題である。 

給水活動は UNHCR やパートナー団体の取組みもあり、白ナイル州の難民キャンプでは一人 1 日 15ℓと

いう最低基準をほぼ満たしつつある。一方で、ホストコミュニティの人々はいまだ安全で適切な水を利用

できない人も多いこともあり、希少な地域資源をめぐる緊張が緩和し、難民とホストコミュニティの平和

的共存を促進するためにも、給水活動をホストコミュニティへと拡大する方針をスーダン CRP2022 中間

報告では提言している47。この問題は特に国内避難民の間で深刻で、難民キャンプと同じ地区にある国内

避難民キャンプ(人口約 18,000 人)の水源は 4 つの 10,000ℓの水タンクのみとなっており48、早急に難民支

援との格差を埋める必要がある。 

屋外排泄は減少しつつあるが、白ナイル州の難民コミュニティでは 44％が屋外排泄をしているという

報告もある49。屋外排泄の理由は多くの場合、一人当たりのトイレが不十分で、メンテナンスや清掃のレ

ベルが低く、学校や市場など公共トイレが男女別でないことが原因とされている。屋外排泄を減らすた

め、トイレの設置、特に家庭用トイレの設置と修繕も必要である。石鹸を利用できる世帯の割合は、キャ

ンプによって 6.2％～15.8％となっており、かなり低い50。石鹸の配布と合わせて、固形廃棄物処理や安全

な貯水容器の提供、公衆衛生に関する啓発活動も、新型コロナウイルス感染症を含む疾病予防のためにも

一貫して実施していくことが引き続き重要であり、JPF としてもこれに取り組んでいく。 

 
43 FAO, Special Report 2021: FAO Crop and Food Supply Assessment Mission (CFSAM) to the Sudan, 21 March 2021 p.4  
44 UNOCHA, Trends: Sudan’s imports of wheat and wheat flour from Russia and Ukraine 
45 IPC, Sudan: Acute Food Insecurity Situation April - May 2022 and Projections for June - September 2022 and October 2022 - 

February 2023 
46 WHO website Factsheet – Malnutrition published 9 June 2021 
47 UNHCR, Sudan Country Refugee Response Plan (CRP) -2022 Mid-Year Report, p.25 
48 UNHCR, Interagency Needs Assessment Blue Nile IDPs Residing in Khor Ajwal, November 2022 
49 UNHCR, Standardized Expanded Nutrition Survey (SENS) White Nile State South Sudanese Refugee Camps-Sudan Survey 

conducted: 24th May-15th June 2022, p.9 
50 UNHCR, Interagency Needs Assessment Blue Nile IDPs Residing in Khor Ajwal, November 2022 

https://www.fao.org/documents/card/en/c/cb9122en
https://reports.unocha.org/en/country/sudan/card/6aUiKifipo/
https://www.ipcinfo.org/fileadmin/user_upload/ipcinfo/docs/IPC_Sudan_AcuteFoodInsecurity_2022Apr2023Feb_report.pdf
https://www.ipcinfo.org/fileadmin/user_upload/ipcinfo/docs/IPC_Sudan_AcuteFoodInsecurity_2022Apr2023Feb_report.pdf
https://www.who.int/news-room/fact-sheets/detail/malnutrition
https://data.unhcr.org/en/documents/details/95721
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